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研究要旨 新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、令和2年1月に国立
感染症研究所、厚生労働省と連携し、地方衛生研究所における新型コロ
ナウイルスの検査体制の確立に貢献した。英国型変異株の流行にあたり
N501Y変異の検出系が感染研により確立されたが、これを全国の地方衛
生研究所で実施すべく、web seminarを開催した。また、新型コロナウ
イルス感染症の適切な検査のために検査指針の作成、改訂に寄与した。 
 

 
Ａ．研究目的 
地方衛生研究所（地衛研）における新型

コロナウイルス感染症（COVID-19）の検査
の立ち上げ、実施可能な検査数の調査、
N501Y 変異株の全国検査体制の確立を目
的として研究を実施した。 
 
Ｂ．研究方法 
1. 全国地衛研の Web 通信網の確立 
2020 年 7 月下旬までに、地域保健総合推進
事業及び地方衛生研究所全国協議会の予算
により、全ての地衛研が参加して会議が可
能となるよう web 環境を整備した。これを
利用し、N501Y 変異株の検出法に関するセ
ミナーを実施した。 
 
Ｃ．研究結果 
1. 新型コロナウイルス検査体制の確立 

2020 年 1 月下旬、厚生労働省、国立感染
症研究所（感染研）と連携して、全国の地
衛研におけるリアルタイム PCR 法による
検査の立ち上げに貢献した。地方衛生研究
所の感染症の検査は、感染研と地衛研で作
成される病原体検出マニュアルに基づいて
実施されるが、COVID-19 についても感染研
と連携して1月24日にマニュアル ver.1の
作成に寄与した。 
2. 地方衛生研究所における PCR 検査実施
数の調査 

2020 年 2 月、3 月には地方自治体におけ
る PCR 検査数が課題となり、厚生労働省の
依頼により PCR 検査実施可能数の全国調
査を数度にわたり実施した。 
3．新型コロナウイルス感染症検査の指針 
 表題の指針の作成員として指針作成及び

改訂に携わった。 
4. N501Y 変異検出法の普及 

COVID-19 の世界的流行において、我が
国においても感染性の強い N501Y 変異を
含む変異株が VOC（Variant of Concern）

として流行が懸念され、感染研は N501Y 変
異を検出するリアルタイム PCR 法を開発
した。地衛研で検査を実施する必要がある
と考え、2021 年 2 月 2日に全国の地衛研を
対象に感染研インフルエンザ・呼吸器感染
症研究センターの影山努博士による Web 
seminar を実施し、検査法の普及に貢献し
た。 
5．次世代シークエンサー（NGS）の実態
把握 
 変異株の出現等により新型コロナウイル
スのゲノム解析が公衆衛生対策上重要視さ
れ、地方自治体即ち地衛研でのゲノム解析
能力がマスコミ、政治の注目するところと
なった。厚生労働省の依頼により、次世代
シークエンサーの保有状況、ゲノム解析状
況について全地衛研を対象として調査を実
施し報告した。 
 
Ｄ．考察 

COVID-19 の検査診断、N501Y 変異検出
法の普及、NGS解析の実態把握を通して我
が国のCOVID-19対策に貢献できたと考え
ている。今後も地方衛生研究所の機能強化
に向けて検討する必要がある。 
 
Ｅ．結論 
COVID-19 の検査体制に確立に関して、検
出マニュアルの作成、PCR 検査数の調査、
検査の指針の作成、N501Y 変異の検出法の
普及、NGS の導入、実施状況の把握を行い、
COVID-19対策に貢献できた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
該当なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
１．特許取得 
なし 
２．実用新案登録 
なし 
３． その他 
「新型コロナウイルス感染症検査の指針」

検討委員として指針作成に貢献 
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